
-自衛隊・米軍基地の急激な変貌の実態-

を先取りする
自衛隊のリアル

主催 改憲問題対策法律家６団体連絡会

TEL: 03-5367-5430 (日本民主法律家協会)お問い合わせ

日時 ２月１８日(月)１７：３０～１９：３０ （開場17:００）

場所 衆議院第一議員会館 多目的ホール
１７時より１階ロビーにて入館証を配布します



○各団体の紹介
【社会文化法律センタ―】社会文化法律センターは、日本国憲法を擁護し発展させる立場にたって、日本国憲法を守る諸政党
と協力して、平和と人権を守ることを目的とする弁護士団体です。代表理事は、中野新弁護士、宮里邦雄弁護士です。

【自由法曹団】自由法曹団は、1921年に結成された弁護士の団体です。「基本的人権をまもり民主主義をつよめ、平和で独立し
た民主日本の実現に寄与すること」を目標に掲げ、全国で活動しています。団員数は約2100名、全国に41の支部があります。現在
の役員は、団長・船尾徹、幹事長・泉澤章、事務局長・森孝博です。

【青年法律家協会弁護士学者合同部会】青年法律家協会は、1954年、憲法を擁護し平和と民主主義および基本的人権を守る
ことを目的に、若手の法律研究者や弁護士、裁判官などによって設立された団体です。現在は、弁護士と研究者によって構成され
る弁護士学者合同部会と、司法修習生の各期部会等があります。弁学合同部会の会員数は約2500名、日弁連や単位弁護士会以
外の任意団体としては最も幅広い層が参加し、人権活動と情報ネットワークの場となっています。議長は北村栄弁護士です。

【日本国際法律家協会(JALISA) 】 日本国際法律家協会は、アジア法律家会議(1957年1月、カルカッタ)、国際民主法律家協
会(IADL)第６回大会（1956年5月、ブリュッセル）に参加した日本代表団の準備活動を母体に1957年4月に設立され、IADLに加盟
しました。学者、弁護士だけでなく、国際法、国際人権問題に関心を持つ市民も参加し、人権、民主主義、平和、環境などを通して
法律家の国際的な連帯を求める活動を行っています。会長は大熊政一弁護士です。

【日本反核法律家協会】核兵器の廃絶をめざす日本法律家協会（略称：日本反核法律家協会）は、核兵器の廃絶と被爆者支援
を目的とする法律家団体です。約300名の会員。会長は、佐々木猛也弁護士。国際反核法律家協会とも連携しています。

【日本民主法律家協会】日本民主法律家協会は、60年安保闘争を経験した法律家によって、1961年10月に結成。以来、一貫し
て憲法を擁護し、平和と民主主義と人権、そして司法の民主化を追求する運動に取り組んできました。当協会は、法律家諸団体の
連合組織として、また学者・弁護士・税理士・司法書士・裁判所職員・法務省職員・法律事務所職員など多職能の法律分野で働く
人々が参加。理事長は右崎正博獨協大学名誉教授です。

当連絡会は、安倍政権の進める改憲に反対するため
共同で行動している 6つの法律家団体（社会文化法律
センター・自由法曹団・青年法律家協会弁護士学者合
同部会・日本国際法律家協会・日本反核法律家協会・
日本民主法律家協会)で構成されています。
これまで秘密保護法や安保関連法、共謀罪の制定に

も強く反対し、市民との共同行動を続けてきました。

▼ 改憲問題対策法律家６団体連絡会
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